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Ⅰ 平成２７年１１月臨時会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成27年度茨城県一般会計補正予算（第４号）

２ 平成27年度茨城県水道事業会計補正予算（第１号）

３ 平成27年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第１号）

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について

-1-



Ⅱ 平成２７年度１１月補正予算案の概要

１ 基本的な考え方

・ 平成２７年９月関東・東北豪雨により、本県では常総市をはじめ各地で甚大な被害を受

け、数多くの人的被害や住家被害に加え、いまだ多くの方々が避難所での生活を余儀なく

されており、県としてはその対策に全力で取り組んでいるところである。

・ まず、１０月１９日には災害救助法などの法律に基づく被災者への生活再建に向けた支

援に係る補正予算を専決処分により対応したところである。

・ 今回の補正予算は、県として早急に取り組まなければならない

①生活再建に向けた支援や、被災された農業者や中小企業の事業再開に向けた支援など

の被災者支援や

②河川や農地などの災害復旧など、

緊急性が高い事業を計上することとした。

・ 今回の補正予算の財源としては、災害復旧のための国庫支出金や県債等を充当し、所要

の一般財源については、繰越金（約１７億円※専決処分含む）を活用した。

・ なお、農業共済の補償対象とならない収穫後の米の浸水被害に対しては、国において、

必要な財源を確保したうえで対応するとの方針が示されたことから、今後、国の動向を踏

まえて、予備費などにより機動的に対応していく。

２ 補正予算の規模

・ 一般会計 １４７億８６百万円 (補正後 １兆１，８３０億７９百万円)

(１０月専決額) １２億５２百万円

(１１月補正額) １３５億３４百万円

・ 特別会計 －百万円 (補正後 ３，３３７億 円)

・ 企業会計 ７億２８百万円 (補正後 １，２５１億３４百万円)

合計 １５５億１４百万円 (補正後 １兆６，４１９億１３百万円)

※11月補正額のみ １４２億６２百万円

※補正後の一般会計予算の前年度１１月末時点予算に対する伸び率 ７．０％

○予算の比較（一般会計） （百万円、％）

Ｈ２６ Ｈ２７ 前年度比

当初予算 １，０９０，３９８ １，１６１，３４３ １０６．５

９月補正後 １，１０４，０４４ １，１６８，２９３ １０５．８

１０月専決 － １，２５２ 皆増

１１月補正 － １３，５３４ 皆増

補 正 後 ※１，１０５，３２９ １，１８３，０７９ １０７．０

※H26.11.21に専決処分した衆議院解散に伴う選挙執行経費を含む。
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（百万円）３ 主な事業

４，００４（１）被災者支援

①生活再建に向けた支援 ８１４

・ 災害救助費（県単：今回の特例措置） １２８

（所得制限により災害救助法の対象とならない半壊世帯に対する住宅応急修理の支援）

・実 施 主体：災害救助法の適用を受けた市町

・補助内容：居室、台所等（災害救助法による応急修理と同等）

・対 象：所得制限により災害救助法の対象とならない半壊世帯

・補助限度額：５６．７万円（災害救助法による応急修理と同額）

・負担割合： 県１／２ 、市町１／２（ ）

・ 被災者生活再建支援補助事業 ４７３

（被災者生活再建支援法が適用とならない被災者に対する県単独の支援）

○現行分（本年４月から既に制度化） １６０

被災者生活再建支援法が適用とならない市町の全壊・大規模半壊世帯などに対する支援

・実 施 主体：法適用外の市町

・支給限度額：３００万円（全壊などで新築する場合）

県２／３(うち１／２は特別交付税措置)、市町１／３・負担割合：法適用災害：（ ）

県１／２ 、市町１／２法適用外災害：（ ）

○拡充分（今回の特例措置） ３１３

これまで支援の対象となっていない半壊世帯に対する支援

・実 施 主体：市町

・支 給 額：半壊２５万円

・負担割合： 県１／２ 、市町１／２（ ）

・ 県災害見舞金支給事業 ２

（被災した住民に対する見舞金の支給）

・支給額：床上浸水２万円

※床上浸水以外は被災者生活再建支援金（国・県単 、災害弔慰金等で対応）

②農業者等への支援 １，４９０

・ 被災農業者向け経営体育成支援事業 １，３１７

（被災した農業者の農業用機械・農業用施設の取得や修繕等に対する国補助への県上乗せ支援）

・実施主体：市町

・補助対象：トラクター、コンバイン等の農業用機械、パイプハウス等の農業用施設等

・補 助 率： 国３／１０、県１．５／１０ 、市町１．５／１０、事業主体４／１０（ ）

・ 農業共同利用施設災害復旧事業 １５８

（被災したカントリーエレベーターなどの農業共同利用施設の復旧費に対する支援）

・事業主体：農業協同組合

・対象施設：カントリーエレベーター、低温倉庫等

・補 助 率： 告示地域の場合 （国４／１０・９／１０ 、事業主体１／１０・６／１０（ ） ）
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・ 家畜災害助成対策事業 １５

（被災した畜産農家の新たな肉用肥育素牛の導入に対する県単独の支援）

・補助要件：家畜の被害率３０％以上（県農林漁業災害対策特別措置条例の適用）

・補 助 率： 県１．５／１０ 、町１．５／１０、事業主体７／１０（ ）

③中小企業への支援 １，４１４

・ 被災中小企業事業継続支援事業 ３７５

（被災した中小企業における機械・設備の取得や修繕等に対する県単独の支援）

・補助対象：事業の再開に必要な機械・設備の修繕・購入、事業を再開するための

販売促進に要する経費等

・補助上限額：５０万円

・補 助 率： 県１／２ 、市町１／２（ ）

・ 中小企業融資資金貸付金 １，０００

新規融資枠３０億円（被災した中小企業の災害対策融資枠の拡充）

・限 度 額：設備資金８，０００万円、運転資金８，０００万円、

設備・運転併用８，０００万円

・償還期間：設備資金１３年以内（据置３年 、）

運転、設備・運転併用１０年以内（据置２年）

・融資利率：１．２～１．６％（１，０００万円まで３年間で０．６％）

・ 中小企業信用保証料助成事業 ３４

（災害対策融資利用者の信用保証料に対する支援）

・補 助 先：県信用保証協会

・直接被害：保証料の１００％を県補助

・間接被害：保証料の ５０％を県補助

・ 緊急対策融資利子補給事業 ５

（災害対策融資利用者への県単独の利子補給）

・利子補給率：融資額１，０００万円まで１０／１０（県１／２、市町１／２）

〃 １，０００万円超

直 接 被 害；１０／１０（県２／３、市町１／３）

間 接 被 害； １／ ２（県２／６、市町１／６）

・利子補給期間：３年間

④その他 ２８６

・ 児童福祉施設等災害復旧事業 １１０

（被災した保育所や認定こども園などの児童福祉施設の復旧費に対する支援）

・対象施 設：保育所２施設、認定こども園１施設、児童厚生施設２施設

・主な補助率： 国１／２、県１／４ 、事業主体１／４（ ）
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高齢者福祉施設等災害復旧事業 １７６・

（被災した特別養護老人ホームなどの高齢者福祉施設の復旧費に対する支援）

・対象施 設：特別養護老人ホーム２施設、訪問看護ステーション１施設

・主な補助率： 国１／２、県１／４ 、事業主体１／４（ ）

（２）災害復旧事業等

①災害対応公共事業 ９，２６８

・ 国補災害復旧事業 ５，５２２

（道路、河川、土地改良施設などの復旧事業）

・ 道 路： ２６０］国道２９４号（常総市 、谷和原筑西線（常総市）ほか［ ）

・ 河 川：１，２１０］西仁連川（結城市、古河市等）ほか［

・ 土地改良：４，０５２］三坂町地区（常総市）ほか［

・ 国補災害関連改良推進事業 １，９００

（八間堀川における防災機能の強化のための河道拡幅及び護岸設置などの改良事業）

・ 河 川：１，９００］八間堀川（常総市）［

・ 県単災害復旧事業 １，３５８

（国補事業の対象とならない道路、河川、漁港などの復旧事業）

・ 道路：６９７］国道３５４号（常総市 、土浦境線（常総市）ほか［ ）

・ 河川：６３１］北台川（下妻市 、女沼川（古河市）ほか［ ）

・ 港湾： ２５］茨城港常陸那珂港区（ひたちなか市）［

・ 漁港： ５］那珂湊漁港（ひたちなか市 、波崎漁港（神栖市）［ ）

・ 国補災害復旧事業（流域下水道事業会計） ３７８

（被災した下妻ポンプ場などの下水道処理施設の復旧事業）

・利根左岸さしま流域（境町 、鬼怒小貝流域（下妻市））

②その他 ９９０

・ 県立学校施設等災害復旧事業 ５３３

（被災した鬼怒商業高等学校などの県立高等学校の復旧事業）

・施設復旧：鬼怒商業、水海道第二、石下紫峰

・校地復旧：水海道第二、下妻第一

・補 助 率：国２／３

・ 上水道施設災害復旧事業（水道事業会計） ３５０

（被災した石下配水場やポンプ場などの上水道施設の復旧事業）

・実施箇所：緊急連絡管増圧ポンプ場、石下配水場電気・機械設備、

相野谷配水場電気・機械設備

・補 助 率：国１／２
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３５６，９６６ － ３５６，９６６

地 方 消 費 税 清 算 金 ９０，０１９ － ９０，０１９

地 方 譲 与 税 ５２，２１５ － ５２，２１５

地 方 特 例 交 付 金 ９１８ － ９１８

地 方 交 付 税 ２００，４４２ － ２００，４４２

交通安全対策特別交付金 ９８３ － ９８３

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，９４４ － ８，９４４

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，７９４ － １５，７９４

国 庫 支 出 金 １３９，０５２ ７，５１２ １４６，５６４

財 産 収 入 ２，８７３ － ２，８７３

寄 附 金 ３４ － ３４

繰 入 金 ３１，２７６ － ３１，２７６

繰 越 金 １，０３８ １，６６４ ２，７０２

諸 収 入 １２１，９４２ １，０００ １２２，９４２

県 債 １４７，０４９ ３，３５８ １５０，４０７

計 １，１６９，５４５ １３，５３４ １，１８３，０７９
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６６１ － １，６６１

総 務 費 ３６，４８６ ６１ ３６，５４７

企 画 開 発 費 １７，９７５ － １７，９７５

生 活 環 境 費 １４，４７８ ６０２ １５，０８０

保 健 福 祉 費 １９５，３２９ ４３ １９５，３７２

労 働 費 ５，９７９ － ５，９７９

農 林 水 産 業 費 ４９，２５２ １，３３３ ５０，５８５

商 工 費 ９８，１６１ １，４１４ ９９，５７５

土 木 費 １３５，９１４ ２，０１０ １３７，９２４

警 察 費 ６０，６９５ １０８ ６０，８０３

教 育 費 ２８０，８９３ － ２８０，８９３

災 害 復 旧 費 ３，７２７ ７，９６３ １１，６９０

公 債 費 １４７，４６３ － １４７，４６３

諸 支 出 金 １２１，３８２ － １２１，３８２

予 備 費 １５０ － １５０

計 １，１６９，５４５ １３，５３４ １，１８３，０７９
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６ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １２，２３８ － １２，２３８

公 債 管 理 １９２，７６８ － １９２，７６８

市 町 村 振 興 資 金 １，１６３ － １，１６３

鹿島臨海工業地帯造成事業 １，８８６ － １，８８６

母子・父子・寡婦福祉資金 ２６３ － ２６３

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，５８０ － ２，５８０

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，３９５ － ２，３９５

農 業 改 良 資 金 ９６ － ９６

林業・木材産業改善資金 １０３ － １０３

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － －

港 湾 事 業 ３８，７８４ － ３８，７８４

８１，３５２ － ８１，３５２都市計画事業土地区画整理事業

計 ３３３，７００ － ３３３，７００

７ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ３１，２３８ － ３１，２３８

水 道 事 業 ３３，９１５ ３５０ ３４，２６５

工 業 用 水 道 事 業 ２５，８６３ － ２５，８６３

地 域 振 興 事 業 ５，７７３ － ５，７７３

鹿 島 下 水 道 事 業 ４，３１０ － ４，３１０

流 域 下 水 道 事 業 ２３，３０７ ３７８ ２３，６８５

計 １２４，４０６ ７２８ １２５，１３４
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

災 害 対 策 融 資 災害対策融資制度及び小規模企業支援融資 自 平成27年度

損 失 補 償 制度に基づき，茨城県信用保証協会が保証し 至 平成42年度 42,000千円

た債務によって損失が生じたときは，県がそ

の損失を補償する旨の契約を当該協会と締結

する。

災 害 対 策 融 資 市町村が災害対策融資を利用する中小企業 自 平成28年度

利 子 補 給 者に対し，利子補給をしたときは，県は市町 至 平成30年度 58,884千円

村に対し利子補給した額の一部を補助する。
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Ⅳ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

損害賠償の概要（道路維持課）

損害賠償の額の決定について

（平成27年10月14日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年４月11日（土）午後７時20分頃

(2)事故発生場所 つくば市並木３丁目25番地２地先県道上

県道上で発生した自動車破損事 （県道藤沢荒川沖線）

故について，損害賠償の額を定め (3)事故概要

ようとするものである。 相手方が普通乗用自動車で走行中，路面に生じていた穴

に落輪し，同車両を破損した事故

(4)損害賠償額 670,444円

（全額，東京海上日動火災保険株式会社からの支払）

補正の内容（財政課）

平成27年度茨城県一般会計補正

(1)補正予算内訳予算（第３号）

（平成27年10月19日専決処分） 【歳入】 補正額（百万円）

国庫支出金 492

繰入金 484

繰越金 60

県 債 216

合 計 1,252

【歳出】 補正額（百万円）

生活環境費 1,252

合 計 1,252

(2)主な内容

・平成27年９月関東・東北豪雨による災害への対応に要す

る経費（災害救助費，災害援護資金貸付事業費 等）

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成27年10月22日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年７月２日（木）午後３時38分頃

(2)事故発生場所 つくば市西大井1693番地６地先国道上

交通事故について，和解しよう （国道408号)

とするものである。 (3)事故概要

普通乗用自動車で出張途中，上記国道へ進入する際，右

側から進行してきた相手車両と衝突した事故（鑑識課所属)

(4)損害賠償額 834,124円

（うち，767,124円は，あいおいニッセイ同和損害保険株式会

社からの支払）
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